
監査公表第２２号 

  

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第９項の規定により報告した保健医療介

護部及び福祉労働部出先機関定期監査の結果（令和８年３月26日７監総第1623号）に基

づき、知事から措置を講じた旨の通知があったので、同条第14項の規定により、次のと

おり公表する。   

令和８年８月７日 

 

               福岡県監査委員       塩 川 正 一 

               同             世 利 洋 介 

               同             森   行 一 

                同             井 上 博 隆 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８人労 第１９２０号  

令和８年７月１６日  

 

福岡県監査委員  塩 川 正 一 殿 

 同        世 利 洋 介  殿 

 同        森   行 一 殿 

 同        井 上 博 隆 殿 

 

福岡県知事  服部 誠太郎         

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

令和８年３月 26日７監総第 1623 号の監査結果の報告に基づき講じた措置につい

て、別紙のとおり、通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

 

産業廃棄物収集運搬業務契約

の支出科目について、通信運搬

費（11 節 01）とすべきとこ

ろ、委託料（12 節）としてい

た。 

所属長は、職員に対し、今回

の誤りを示した上で、これまで

庶務課長が担当者となっていた

会計事務について、新たに庶務

課職員を担当者とし、複数人に

よるチェックを行う体制を整え

るとともに、同様の誤りを繰り

返さないため、以下の取組を徹

底するよう指導した。 

・  担当者及び上司は、「会計事 

務問答集」、「よくある間違  

いの事例」を熟読する。 

・  担当者及び上司は、会計事 

 務に疑義が生じ、「会計事務

問答集」、「よくある間違い

の事例」で確認できない場合

は、制度所管課へ確認し、事

務処理を行う。  

・  担当者及び上司は、内部統 

 制に係るリスク対応シートに  

 今回の誤り及びその再発防止

策を追記し、これに基づき事

務処理を行う。 

 

 



８ 保 総 第 ９ ７ ６ 号  

令和８年７月１６日  

 

福岡県監査委員  塩 川 正 一 殿 

 同        世 利 洋 介  殿 

 同        森   行 一 殿 

 同        井 上 博 隆 殿 

 

福岡県知事  服部 誠太郎         

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

令和８年３月 26日７監総第 1623 号の監査結果の報告に基づき講じた措置につい

て、別紙のとおり、通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 

監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護費返還金の収入未

済額が、前年度に比べて増加

している。 

 

 

 

 

 

 

  本庁の制度所管課は、出先機

関の返還金の担当者を対象と

した会議を開催し、各事務所の

返還金収納状況、現在の課題や

取組事例等を情報共有し、収入

未済の解消について協議した。 

また、出先機関に対し、所内

関係部署の連携強化及び収入

未済解消対策会議を開催する

よう指導した。 

従来の口座振替対応金融機

関は地元の銀行、信用金庫、農

協だったが、ゆうちょ銀行を新

たに加えた。 

 

出先機関の所属長は、収入未

済解消対策会議において、以下

の取組を徹底するよう指導し

た。 

・ 年金等公的受給の進行管理

を確実に行い、保護費の認定

誤りを防止することで、新た

な債権の発生防止に努める。 

・ 新たに年金等を受給する場

合など確実に返還金の発生

が見込まれる場合には、受領

後速やかに一括して返還す

るよう指導を行う。 

・ 新たに保護費を受給する世 

帯に、収入申告の必要性を周

知するとともに、保護費を受

給中の世帯については、収入

申告書の提出を指導する。 

・ 滞納者に対して、文書等に 

よる年２回（夏・冬）の一斉

催告を行う。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 生活保護を受給中の滞納者

に対しては、滞納者情報や債

務者リストを共有するなど

返還金の担当者とケースワ

ーカーが連携し、ケースワー

カーの訪問等を活用して催

告を行い、一括返還が困難な

者に対しては履行延期申請

の指導を行う。 

・ 債務者の死亡後は、戸籍等

調査により相続人を特定し、

返還を求める。 

・ 返還金の返還方法につい

て、口座振替などの確実に収

納が見込める返還方法への

変更を働きかける。 

・ 返還金の担当者及び上司

は、内部統制に係るリスク対

応シートに収入未済に係る

リスク対応策を追記し、これ

に基づき事務処理を行う。 

 

 



注意事項                                   

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部 

 

生活保護費における生活 

扶助費について、被保護者の 

児童扶養手当の支給対象児童

が令和７年４月以降３人から

２人となったことから、変更後

の認定額により収入認定すべ

きところ、これを行わず、支給

不足となっていた。 

所属長は、所内の保護課全員

協議会において、職員に対し、

今回の誤りを示した上で、同様

の誤りを繰り返さないため、以

下の取組を徹底するよう指導し

た。 

・ 担当者及び上司は、４月以降 

の児童扶養手当を収入認定す  

る６月分の保護費の支給時

に、児童扶養手当支給対象人

数に応じた手当額が収入認定

されているか確認を行う。 

・ 担当者及び上司は、現在、生 

活保護費の支給事務点検時に 

使用している「重点ケース点

検票」の「児童扶養手当の支

給対象人員と収入認定額の確

認」欄に、「（毎年６／１付

で認定削除事案が発生するの

で注意）」の文言を今回追加

し、児童扶養手当の支給対象

児童数及び収入認定額につい

て確認する。 

・  担当者及び上司は、内部統 

制に係るリスク対応シートに 

今回の誤り及びその再発防止

策を追記し、これに基づき事

務処理を行う。 

 

 



８福総第１４６３号  

令和８年７月１６日 

 

福岡県監査委員  塩 川 正 一 殿 

 同        世 利 洋 介  殿 

 同        森   行 一 殿 

 同        井 上 博 隆 殿 

 

福岡県知事  服部 誠太郎         

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

令和８年３月 26 日７監総第 1623 号の監査結果の報告に基づき講じた措置につい

て、別紙のとおり、通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

 

児童措置弁償金の収入未済

額が前年度に比べて増加して

いる。 

 

 

 本庁の制度所管課は、出先機関

の児童措置弁償金担当者を対象と

した会議を毎年開催し、児童措置

弁償金の収納状況、現在の課題や

取組事例を情報共有し、収入未済

の解消について協議する。   

 

出先機関の所属長は、所内の係

長以上を集めた会議で以下の取組

を徹底するよう指導した。 

・ ケースワーカーは、児童の施

設入所時、保護者に対して児

童措置弁償金の負担について

十分に説明する。また、認定更

新で負担額が増額となる場合

には、丁寧な説明を行う。 

・ 収入担当者及びケースワー 

カーは、催告のため訪問した

が面会することができなか

った保護者については、１か

月後に電話での催告を行う。 

・ 収入担当者及び上司は、年２

回督促強化月間を設定して、

文書及び訪問催告を行う。 

・ ケースワーカーや児童心理

司が保護者と面談する際に、

ケースワーカー又は収入担当

者から保護者に納付依頼を行

う。 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

 

管理棟１階女子トイレ改修工

事により和式トイレを改修し設

置した洋式トイレ（２点）につ

いて、工作物として公有財産の

登録をすべきところ、これを行

っていなかった。 

なお、令和６年度定期監査で

も同様の誤りがあったが、改善

されていなかった。 

所属長は、職員に対し、今回

の誤りを示した上で、同様の誤

りを繰り返さないため、以下の

取組を徹底するよう指導した。 

・ 担当者及び上司は、今回新

たに作成した「公有財産チェ

ック表」により、公有財産台

帳への登録の有無の確認を行

う。 

・  担当者及び上司は、「公有財

産チェック表」により公有財 

産台帳への登録の有無を確認

することを追記し、副任及び

所属長も確認者に加えた会計

事務チェックシートを用い

て、複数で確認する。 

・  担当者及び上司は、公有財 

産に関する財務規則等を再確  

認するとともに、公有財産に

関して疑義がある場合は、必

ず制度主管課に確認する。 

・  担当者は、内部統制に係る 

リスク対応シートに今回の誤 

り及びその再発防止策を追記

し、これに基づき事務処理を

行う。 

 

 


